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スポーツ立国戦略

昭和３６（１９６１）年の制定から半世紀を経過する「スポーツ振興法」に代わる「ス

ポーツ基本法」の検討を視野に入れ、今後の我が国のスポーツ政策の基本的方向性を示

す「スポーツ立国戦略」を策定・公表（平成２２年８月文部科学大臣決定）

５ 社会全体でスポーツを支える基盤の整備

４ スポーツ界における透明性や公平・公正性の向上

３ スポーツ界の連携・協働による「好循環」の創出

２ 世界で競い合うトップアスリートの育成・強化

１ ライフステージに応じたスポーツ機会の創造

○根拠：スポーツ振興法第４条に基づく文部科学大臣告示

○計画期間：平成１３年度からのおおむね１０年間、平成１８年に中間改定

○今後、スポーツ基本法案や現行計画の進捗を踏まえつつ、新計画の策定が課題

【目標】

子どもの体力の低下傾向に

歯止めをかけ、上昇傾向に

転ずることを目指す

【達成状況】

体力低下に歯止めがかかる。

小学校高学年以上に緩やかに

向上する傾向

※平成21年体力・運動能力調査

【達成状況】

平成12年度：37.2％

→平成21年度：45.3％
※内閣府調査より文科省推計

【目標】

できるかぎり早期に、成人の

週１回以上のスポーツ実施率

が50％となることを目指す

【目標】

オリンピックにおけるメダル

獲得率が、夏季・冬季合わせ

て3.5％となることを目指す

【達成状況】

ｱﾄﾗﾝﾀ＋ﾘﾚﾊﾝﾒﾙ：1.85％

→北京＋ﾊﾞﾝｸｰﾊﾞｰ：2.47％

○政策目標及び達成状況

①子どもの体力の向上 ②生涯スポーツ社会の実現 ③国際競技力の向上

スポーツ振興基本計画

スポーツ振興法を全面改正し「スポーツ基本法」の制定を検討する取組が進行

基本的な考え方

人（する人、観る人、支える
（育てる）人）の重視

連携・協働の推進

重点戦略（今後おおむね１０年間で実施）目指すべき姿

新たなスポーツ文化の確立

国の体制整備等 スポーツ基本法・総合的なスポーツ行政体制の検討、振興財源の在り方

スポーツ基本法

平成１９年１１月「スポーツ議員連盟」（超党派）に「新スポーツ振興法制定ＰＴ」が発足し、平成
２１年５月に論点整理を取りまとめ後、各党で独自の動き

平成２２年６月に自民党・公明党の議員立法「スポーツ基本法案」が国会提出され、衆議院で継続審
議中。

平成２３年５月「民主党スポーツ議員連盟」（会長：谷亮子議員、幹事長：奥村展三議員、事務局
長：友近聡朗議員）が「スポーツ基本法案」を取りまとめ

１．スポーツ政策の方向性
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２．スポーツ関係予算等

• 政府出資（平成２年度補正予算）と民間出えん（寄附金）を原資とする基金の運用益
等により、トップアスリートの強化事業等に助成

• 基金額：２９４億円（うち民間出えんは４４億円）

• 議員立法の「スポーツ振興投票の実施等に関する法律」に基づき実施

• Ｊリーグの試合の結果（勝敗・得点）のくじの収益により、地方公共団体・スポーツ
団体が行う地域スポーツの振興、環境整備等の事業に助成

○スポーツ振興基金

○スポーツ振興くじ（toto）

Ⅲ．スポーツ振興の補完的財源

Ⅱ．平成２３年度予算の概要 予算額 228億円（前年度 227億円）

地域の科学舎推進事業地域の科学舎推進事業『『スポーツ界の連携・協働スポーツ界の連携・協働
による「好循環」の創出による「好循環」の創出』』

◇元気な日本スポーツ立国プロジェク
ト【特別枠】
トップアスリートの育成・強化と拠点
クラブへの支援を一体的に推進するこ
とにより、人材の好循環を実現し、ス
ポーツ立国戦略を推進

28億円

スポーツコミュニティの形成促進

トップアスリートの育成・強化

人材の好循環

ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄによる指導
スポーツ人口の拡大

メダルの獲得数ＵＰ
入賞者数 ＵＰ

ｽﾎﾟｰﾂ実施率のＵＰ
週1回を3人に2人へ
週3回を3人に1人へ

『『ライフステージに応じたライフステージに応じた
スポーツ機会の創造等スポーツ機会の創造等』』

67億円

『『世界で競い合うトップアス世界で競い合うトップアス
リートの育成・強化等リートの育成・強化等』』

132億円
＜主要事項＞

◇ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じたｽﾎﾟｰﾂ活動の推進の
ための調査研究
各世代のスポーツ活動の実態及びス
ポーツに取組む意識についての調査等
の実施

◇公立中学校武道場の整備
平成２４年度から中学校で必修となる
武道の円滑な実施に向けた公立中学校
武道場の整備促進

◇中学校武道必修化に向けた地域連携
指導実践校
地域の指導者等の協力や地域の武道場
等の活用を通じた指導の充実及び武道
指導者等の育成

＜主要事項＞

◇日本オリンピック委員会補助
ロンドンオリンピック大会等に向け
た選手強化事業の実施及び第26回ユ
ニバーシアード夏季競技大会等への
日本選手団の派遣

◇次世代アスリート特別強化推進事業
ロンドンオリンピック大会等のメダ
ル獲得に向けたナショナルコーチ等
の配置により、中・長期的プランに
基づいた国際競技力の向上

◇国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰの機能強化
トップアスリートのトレーニング効
果を高めるためのスポーツ医･科学研
究施設の充実

地域の科学舎推進事業地域の科学舎推進事業『『スポーツ界の連携・協働スポーツ界の連携・協働
による「好循環」の創出による「好循環」の創出』』

◇元気な日本スポーツ立国プロジェク
ト【特別枠】
トップアスリートの育成・強化と拠点
クラブへの支援を一体的に推進するこ
とにより、人材の好循環を実現し、ス
ポーツ立国戦略を推進

28億円

スポーツコミュニティの形成促進

トップアスリートの育成・強化

人材の好循環

ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄによる指導
スポーツ人口の拡大

メダルの獲得数ＵＰ
入賞者数 ＵＰ

ｽﾎﾟｰﾂ実施率のＵＰ
週1回を3人に2人へ
週3回を3人に1人へ

『『ライフステージに応じたライフステージに応じた
スポーツ機会の創造等スポーツ機会の創造等』』

67億円

『『世界で競い合うトップアス世界で競い合うトップアス
リートの育成・強化等リートの育成・強化等』

132億円
＜主要事項＞

◇ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じたｽﾎﾟｰﾂ活動の推進の
ための調査研究
各世代のスポーツ活動の実態及びス
ポーツに取組む意識についての調査等
の実施

◇公立中学校武道場の整備
平成２４年度から中学校で必修となる
武道の円滑な実施に向けた公立中学校
武道場の整備促進

◇中学校武道必修化に向けた地域連携
指導実践校
地域の指導者等の協力や地域の武道場
等の活用を通じた指導の充実及び武道
指導者等の育成

＜主要事項＞

◇日本オリンピック委員会補助
ロンドンオリンピック大会等に向け
た選手強化事業の実施及び第26回ユ
ニバーシアード夏季競技大会等への
日本選手団の派遣

◇次世代アスリート特別強化推進事業
ロンドンオリンピック大会等のメダ
ル獲得に向けたナショナルコーチ等
の配置により、中・長期的プランに
基づいた国際競技力の向上

◇国立ｽﾎﾟｰﾂ科学ｾﾝﾀｰの機能強化
トップアスリートのトレーニング効
果を高めるためのスポーツ医･科学研
究施設の充実

Ⅰ．スポーツ関係予算

国の関係予算は諸外国よりも低く、地方の関係歳出は大きく減少
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○各国のスポーツ関係予算（学校体育を除く）

中央教育審議会（平成21年6月29日）における（財）笹川スポーツ財団発表資料から作成

（独）日本スポーツ振興センターが実施

（平成7年度）

スポーツ経費 1兆84億円
歳出に占める割合 1.02％

総務省（自治省）「地方財政状況調査」から作成

○地方におけるスポーツ関係歳出

（平成20年度）

スポーツ経費 4,821億円
歳出に占める割合 0.54％



子どもの体力低下に歯止めをかけ、上昇傾向に転じさせ、「全国体力・運動能力、運動

習慣等調査」等による検討を行いつつ、昭和６０年頃の体力水準への回復を目指す

①目的

②平成２２年度の結果概要

全国的な子どもの体力の状況の把握・分析により、体力向上に係る継続的な検証改善サイ

クルを確立するとともに、学校における体育・健康に関する指導などの改善に役立てる

対象：小学校第５学年及び中学校第２学年

○中学生では運動する者としない者が二極化。女子の３割は１週間の総運動時間が６０分未満

○１週間の総運動時間が４２０分（１日６０分）以上の者は、体力合計点が高いだけでなく、

運動やスポーツに対する肯定感も高い

○家族と運動やスポーツを「する」「見る」「話す」ことが、運動習慣の確立・体力向上に寄与

○学校の活動に地域人材を活用「している」学校は「していない」学校よりも運動部活動参加

率、体力合計点が高い。体力調査の結果を踏まえた取組を継続する学校は体力合計点が高い

Ⅱ．全国体力・運動能力、運動習慣等調査（平成２０年度～）

３．子どもの体力向上

③結果の分析・活用に向けて

○検証改善に資するよう、「運動習慣、生活習慣との関連」（H20）「体育、保健体育授業との

関連」（H21）「地域・家庭と連携した取組との関連」(H22）といった重点事項を定めて実施

Ⅰ．子どもの体力・運動能力の変化
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出典：文部科学省「体力・運動能力調査」昭和６０年度・平成２１年度

昭和６０年と比較すると、身長・体重等の体格は上回っているにもかかわらず、走る力、投

げる力等は下回っている

Ⅲ．子どもの体力向上に向けた取組の推進
○小学校等に著名スポーツ選手を派遣し、講話や実技指導を通じてス

ポーツに親しませる

○発達段階に応じた体力プログラムの普及啓発や幼児期の運動指針の作

成等を実施

○全国調査の結果を活用した教育委員会や学校の分析・改善の実践、親

子で体験する運動プログラムの実施を支援



Ⅳ．学校体育・運動部活動の充実
①学習指導要領の改訂

②運動部活動等の充実

中学校武道の必修化に伴い、平成２４年度からの完全実施までに①指導者の養成・確保、

②武道場の整備、③武道用具等の整備（地方交付税措置）を確実に推進する必要

注）１学年及び２学年において示されている領域をすべての生徒が履修

中学校の保健体育（網掛部分は必修）

〈地域の人材を活用した運動部活動等の推進〉
少子化による運動部活動参加者の減少や、教員の高齢化や実技指導力不足などにより、

チームが編成できない、十分な指導ができない等の困難に対処するため、運動部活動へ

の外部指導者の活用や複数校合同での運動部活動の実施など実践研究を推進

〈全国的大会の開催支援〉
全国高等学校総合体育大会（インターハイ）・全国中学校体育大会の開催経費を補助

平成２３年度インターハイは北東北３県で開催予定

〈体育活動中の安全確保〉
熱中症・落雷事故、柔道事故等の防止について、教育委員会等に適切な措置を講じるよ

う通知するとともに、学校の体育活動中の事故防止の取組に関する調査研究と啓発資料

の作成を実施予定

【主な取組】

中学校学習指導要領（平成２０年３月改訂）、高等学校学習指導要領（平成２１年３月

改訂）の総則に部活動の意義、留意点等が記述され、学校教育の一環としての部活動が

明確に位置づけ

【改訂の主なポイント】

• 体育の授業時間数の増加（年間90時間→年間105時間）

• 体つくり運動の充実（小学校高学年から示していた「体つくり運動」を全学年で実施）

• 中学校で武道・ダンスが新たに必修化

小学校：平成23年度完全実施
中学校：平成24年度完全実施
高等学校：平成25年度から学年進行で実施
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